
平成 17年 2月期 個別財務諸表の概要 平成 17年 4月 22日

上 場 会 社 名       株式会社 さいか屋 上場取引所  東

コード番号       8254 本社所在都道府県  神奈川県

(URL   http://www.saikaya.co.jp)

代　 表 　者 役職名 代表取締役社長 氏　名 岡本 　康英

問合せ責任者 役職名　常務取締役経理部長 氏　名 三宅 　健一 TEL (044) 211 - 3157

決算取締役会開催日　　平成 17年 4月 22日 中間配当制度の有無 無

定時株主総会開催日　　平成 17年 5月 26日 単元株制度採用の有無 有（ １単元　1,000 株）

１. 17年 2月期の業績（平成 16年 3月 1日 ～ 平成 17年 2月 28日）
(1)経営成績 （注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 2月期
16年 2月期

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年 2月期 88.8 6.72 - 2.6 0.9 0.6
16年 2月期 2.8 3.56 - 1.4 0.9 0.6
(注）①期中平均株式数　　17年2月期   29,018,341 株   　16年2月期   29,028,431 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　　銭 円　　銭 円　　銭 百万円 ％ ％

17年 2月期 6.00 - 6.00 174 89.3 2.3
16年 2月期 6.00 - 6.00 174 168.6 2.3

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 2月期
16年 2月期
(注）①期末発行済株式     17年2月期 　29,009,128 株　  16年2月期　 29,024,724 株

　　 ②期末自己株式       17年2月期       46,874 株　  16年2月期     　31,278 株

２. 18年 2月期の業績予想（ 平成 17年 3月 1日  ～  平成 18年 2月 28日 ）
　

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭 円　　銭

中　間　期 - - -
通　　期 - 6.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  9 円 30 銭 

（注）

なお、上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料の７～８ページをご参照ください。
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上記の予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の
業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。
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（単位:百万円）

（ 資 産 の 部 ）
16,808 15,968 839
3,508 2,773 735
9 25 △ 15

5,651 6,196 △ 544
4,665 4,675 △ 9
2,163 1,486 676
157 161 △ 4
659 658 1

△ 7 △ 8 △ 0
35,603 35,421 182
15,615 13,979 1,634
10,811 10,196 614
4,580 3,570 1,009
223 212 11
35 39 △ 4

19,952 21,401 △ 1,448
2,114 1,638 476
6,307 7,640 △ 1,333
9,528 9,745 △ 216
1,243 1,563 △ 319
813 870 △ 57

△ 54 △ 55 △ 1
73 26 46
73 26 46

52,485 51,416 1,068

（ 負 債 の 部 ）
21,631 25,307 △ 3,676
269 343 △ 73
6,121 6,643 △ 521
5,550 7,630 △ 2,080
5,028 6,708 △ 1,679
3 176 △ 172
33 84 △ 50
2,019 2,035 △ 16
142 149 △ 7
2,462 1,536 925
23,149 18,656 4,493
4,880 2,200 2,680
12,957 10,316 2,640
1,425 - 1,425
835 565 269
2,823 5,317 △ 2,493
228 256 △ 28

44,781 43,963 817

（ 資 本 の 部 ）
2,648 2,648 -
1,981 1,981 -
700 700 -
1,281 1,281 -
1,281 1,281 -
2,792 2,771 20
2,317 1,886 431
474 885 △ 410
299 64 235

△ 18 △ 12 △ 5

7,703 7,453 250

52,485 51,416 1,068

比　較　貸　借　対　照　表

買 掛 金

科目

当事業年度 前事業年度

有 形 固 定 資 産
固 定 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債
支 払 手 形

た な 卸 資 産
短 期 貸 付 金

（平成16年2月29日）（平成17年2月28日）

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
繰 延 税 金 資 産

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 合 計

自 己 株 式
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
当 期 未 処 分 利 益

投 資 そ の 他 の 資 産

１年以内に返済期限の到来する長期借入金

退 職 給 付 引 当 金

任 意 積 立 金

資 本 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
資 本 準 備 金 減 少 差 益

対前期増△減
期別

敷 金 ･ 差 入 保 証 金

投 資 有 価 証 券

流 動 資 産

土 地
そ の 他

長 期 貸 付 金

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

現 金 及 び 預 金

貸 倒 引 当 金
そ の 他

建 物 ・ 設 備

未 払 消 費 税 等

受 取 手 形
売 掛 金

そ の 他

商 品 券

長 期 未 払 金
預 り 敷 金 ･ 保 証 金

長 期 借 入 金

固 定 負 債
社 債
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（単位:百万円）

%

商 品 売 上 高 75,444 77,420 △ 1,975 △ 2.6

テ ナ ン ト 及 び 手 数 料 収 入 1,263 1,179 84 7.1

76,708 78,599 △ 1,891 △ 2.4

商 品 売 上 原 価 58,356 59,807 △ 1,450 △ 2.4

テ ナ ン ト 収 入 原 価 454 442 12 2.8

58,811 60,249 △ 1,438 △ 2.4

17,897 18,350 △ 453 △ 16.6

17,328 17,877 △ 548 △ 3.1

568 472 95 20.2

685 707 △ 21 △ 3.1

295 318 △ 22 △ 7.1

390 389 0 0.2

767 722 44 6.1

669 668 1 0.2

97 54 43 79.7

486 457 29 6.4

29 174 △ 145 △ 83.3

1 - 1 -

27 136 △ 109 △ 80.2

- 37 △ 37 -

144 307 △ 162 △ 52.9

96 200 △ 104 △ 52.1

48 - 48 -

- 105 △ 105 -

- 1 △ 1 -

- 0 △ 0 -

371 324 46 14.4

13 252 △ 239 △ 94.6

162 △ 31 193 -

195 103 91 88.8

279 287 △ 7 △ 2.6

- 494 △ 494 △ -

474 885 △ 410 △ 46.4

商 品 評 価 損

子 会 社 株 式 評 価 損

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 取 崩 益

退 職 給 付 制 度 移 行 に 伴 う 損 失

期　別

営 業 利 益

当 期 未 処 分 利 益

支 払 利 息

そ の 他

貸 倒 引 当 金 戻 入 差 額

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

比　較　損　益　計　算　書

対前期増△減

売 上 高 計

自 平成16年3月 1日

売 上 高

至 平成16年2月29日

前事業年度

自 平成15年3月 1日

当事業年度

至 平成17年2月28日

売 上 原 価

科　目

そ の 他

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息 配 当 金

売 上 原 価 計

売 上 総 利 益

利 益 準 備 金 取 崩 高

前 期 繰 越 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

経 常 利 益

特 別 損 失
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（単位:百万円）

期　　別

科　　目

（当期未処分利益の処分） %

474 885 △ 410 △ 46.4

68 68 △ 0 △ 0.5

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 68 68 △ 0 △ 0.5

543 953 △ 410 △ 43.1

配 当 金 ( １ 株 当 た り ６ 円 ） 174 174 △ 0 △ 0.1

別 途 積 立 金 - 500 △ 500 △ -

369 279 89 31.9

任 意 積 立 金 取 崩 額

合　　　　　　計

次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分 額

当 期 未 処 分 利 益

比　較　利　益　処　分　案

対前期増△減自 平成16年3月 1日

至 平成16年2月29日

前事業年度

自 平成15年3月 1日

当事業年度

至 平成17年2月28日
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財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１） 有価証券 

子会社及び関連会社株式 
移動平均法による原価法によっております。 

そ の 他 有 価 証 券 
          時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
          時価のないもの  

移動平均法による原価法によっております。 
（２）たな卸資産 

商     品 売価還元法による原価法によっております。 
貯  蔵  品 最終仕入原価による原価法によっております。 

 （３）デリバティブの評価基準 
              時価法によっております。 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産    定率法によっております。 

ただし、横須賀店、及び平成１０年４月１日以降取得した建物（建物

付属設備は除く）については定額法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 
（２）無形固定資産    自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
 （３）長期前払費用    定額法によっております。 
 
３．繰延資産の処理方法 
 （１）社債発行費     商法施行規則の規定に基づき３年間の均等償却によっております。 
 
４．引当金の計上基準 
（１）貸  倒 引 当 金   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し回収不能見込額を計上しております。 
（２）賞  与 引 当 金   従業員の賞与の支給に充てるため引当てたもので、翌期の支給見込額の

うち、当期が負担すべき額を計上しております。 
（３）退職給付引当金   従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当期において発生していると認められる額を計

上しております。なお、数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による按分額を翌
期より費用処理することとしております。 

（４）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計
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上しております。 
 
５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
６．重要なヘッジ会計の方法 
 （１）ヘッジ会計の方法  金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。 
 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
            ヘッジ手段  金利スワップ 
            ヘッジ対象  借入金の利息 

 （３）ヘ ッ ジ 方 針  借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 
 （４）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎決算期末（中間期末を含む）

に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産

又は負債とヘッジ手段について、元本、利率、期間等の重要な条件が

同一である場合には、本検証を省略することとしております。 
 
７．その他財務諸表作成のための重要な事項 
（１）消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 
 

 



注　記　事　項

１．貸借対照表関係 (単位：百万円）

当事業年度 前事業年度

（１）有形固定資産減価償却累計額

23,858 22,876

（２）子会社に対する債権債務

短 期 金 銭 債 権 2,417 2,286

短 期 金 銭 債 務 296 307

長 期 金 銭 債 権 150 137

（３）担保に供している資産

建 物 設 備 6,661 6,416

土 地 3,761 2,751

投 資 有 価 証 券 1,771 1,050

担保付債務

短 期 借 入 金 8,346 12,616

長 期 借 入 金 12,120 9,756

社 債 1,400 1,400

(４)偶発債務 3,052 3,208

(５)自己株式 18 12

（ 46,874 株） （ 31,278 株）

２．損益計算書関係
当事業年度 前事業年度

（１）子会社との取引高

子 会 社 か ら の 仕 入 高 2,349 2,213

子 会 社 に 対 す る 売 上 高 23 57

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 40 22

（２）減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 1,460 1,427

無 形 固 定 資 産 4 4

自平成15年3月1日
至平成16年2月29日

平成17年2月28日 平成16年2月29日

自平成16年3月1日
至平成17年2月28日
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リース取引関係
有価証券報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

有価証券関係

当事業年度　(平成17年2月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度　(平成16年2月29日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

税効果会計関係
(単位：百万円）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　①流動の部 　①流動の部

(繰延税金資産） (繰延税金資産）

賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 ５７ 賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 ５２

未 払 事 業 所 税 ２８ 未 払 事 業 所 税 ２９

ポ イ ン ト 券 残 高 ４１ 未 払 事 業 税 １４

そ の 他 ２９ そ の 他 ６５

繰 延 税 金 資 産 合 計 １５７ 繰 延 税 金 資 産 合 計 １６１

　②固定の部 　②固定の部

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 超 過 額 ９９４ 退 職 給 付 引 当 金 繰 入 超 過 額 １，８９３

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ９２ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １０４

長 期 未 払 金 ６６１ そ の 他 ４４

そ の 他 ８７ 繰 延 税 金 資 産 合 計 ２，０４２

繰 延 税 金 資 産 合 計 １，８３７

(繰延税金負債） (繰延税金負債）

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ３８７ 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ４３４

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ２０５ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ４４

繰 延 税 金 負 債 合 計 ５９３ 繰 延 税 金 負 債 合 計 ４７８

１，２３４ １，７２４

２． ２．

法定実効税率 ４２．０ % 法定実効税率 ４２．０ %

(調整） (調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．１ % 交際費等永久に損金に算入されない項目 ２．６ %

住民税均等割 ２．０ %
受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△１．３ %

その他 ０．４ % 住民税均等割 ２．３ %

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４７．５ %
税率変更による期末繰延税金資産の減額修

正
１５．８ %

前期修正申告により算入された項目 ５．１ %

その他 １．６ %

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６８．１ %

３．

前事業年度

平成16年2月29日

当事業年度

平成17年2月28日

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 繰 延 税 金 資 産 の 純 額

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の差異の原因となった主な項目別の内訳

地方税法等の一部を改正する法律(平成１５年法律第９号）

が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴い、当期の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１６年４

月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定

実効率は、前期の４２．０%から４０．７%に変更されまし

た。その結果繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控

除した金額）が４９百万円減少し、当期に計上された法人税

等調整額が５１百万円、その他有価証券評価差額金が１百万

円それぞれ増加しております。
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１株当たり情報

１株当たり純資産額 ２６５円５７銭 １株当たり純資産額 ２５６円７９銭

１株当たり当期純利益 ６円７２銭 １株当たり当期純利益 ３円５６銭

１株当たり純資産額 ２５６円７９銭

１株当たり当期純利益 ３円５６銭

連結損益計算書上の当期純利益 １９５百万円 連結損益計算書上の当期純利益 １０３百万円

普通株式に係る当期純利益 １９５百万円 普通株式に係る当期純利益 １０３百万円
普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

-
普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

-

普通株式の期中平均株式数 ２９，０１８千株 普通株式の期中平均株式数 ２９，０２８千株

重要な後発事象

当事業年度

　平成１７年３月１日付で、適格退職年金制度を改定しポイント制退職金を導入しております。

この改定により退職給付債務が２９２百万円減少（過去勤務債務の発生）しております。

前事業年度

該当事項はございません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

前事業年度

自平成15年3月1日　　至平成16年2月29日

当事業年度

自平成16年3月1日　　至平成17年2月28日

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株
式が存在していないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」(企業会計基準委員会　平成１４年９月２５日企業
会計基準第２号)及び｢１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準委員会平成１４年９月２
５日　企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま
す。

なお、当連結会計年度において、従来と同様の方法によっ
た場合の（１株当たり情報）については、それぞれ以下の
とおりであります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株
式が存在していないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎
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連 結 売 上 高 の 内 訳 (単位：百万円）

構成比 構成比

76,708 89.2 78,599 89.3 △ 1,891

591 0.7 591 0.7 -

6,458 7.5 6,606 7.4 △ 148

642 0.7 666 0.8 △ 23

1,445 1.8 1,485 1.7 △ 39

122 0.1 112 0.1 9

85,969 100.0 88,061 100.0 △ 2,092

△ 3,307 - △ 3,303 - △ 3

82,662 - 84,758 - △ 2,096

店 別 売 上 高 (単 体） (単位：百万円）

構成比 構成比

22,088 29.3 21,678 28.0 410

25,439 33.7 26,897 34.7 △ 1,458

24,704 32.8 25,510 33.0 △ 805

1,312 1.7 1,261 1.6 51

1,422 1.9 1,411 1.8 11

476 0.6 661 0.9 △ 184

75,444 100.0 77,420 100.0 △ 1,975

1,263 - 1,179 - 84

76,708 - 78,599 - △ 1,891

商 品 別 売 上 高 (単 体） (単位：百万円）

構成比 構成比

25,560 33.9 27,555 35.6 △ 1,995

5,430 7.2 5,520 7.1 △ 89

11,154 14.8 11,000 14.2 154

4,274 5.7 4,713 6.1 △ 439

23,691 31.4 23,644 30.5 46

2,059 2.7 2,005 2.6 53

3,274 4.3 2,978 3.9 295

75,444 100.0 77,420 100.0 △ 1,975

24,149 32.0 24,387 31.5

対前期増△減

売上高

対前期増△減

合　　　　　計

町 田 ジ ョ ル ナ

小　　　　　計

藤 沢 店

不 動 産 事 業 部

藤 沢 マ ー ケ ッ ト 店

テ ナ ン ト 及 び 手 数 料 収 入

売上高 売上高

自　平成16年3月 1日

至　平成17年2月28日

自　平成15年3月 1日

至　平成16年2月29日
対前期増△減

横 須 賀 店

至　平成17年2月28日 至　平成16年2月29日

当事業年度 前事業年度

川 崎 店

前連結会計年度

㈱ さ い か 屋

㈱ 藤 沢 さ い か 屋

㈱ サ イ カ マ ー ト

当事業年度

㈱ エ ー エ ム カ ー ド サ ー ビ ス

当連結会計年度

合　　　　　計

㈱ 彩 美

さ い か 屋 マ ーケ ット プロ モー ショ ン㈱

小　　　　　計

内 部 売 上 高 の 消 去

そ の 他

衣 料 品

前事業年度

自　平成15年3月 1日

至　平成16年2月29日

自　平成16年3月 1日 自　平成15年3月 1日

自　平成16年3月 1日

至　平成17年2月28日

売上高

売上高 売上高

外　商　扱　高

家 庭 用 品

食 料 品

合　　　　　計

食 堂 ・ 喫 茶

身 廻 品

雑 貨
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役 員 の 異 動 
平成１７年５月２６日付 

 

１．新任取締役候補者                      〔現 職〕 

取 締 役 
（ 本 社 経 理 部 長 ） 岡 田 一 成  （ 本 社 経 理 部 次 長 ） 

 

 

２．退 任 予 定 取 締 役 

常 務 取 締 役 山 本 富 久 夫  （常務取締役横須賀店店長） 

 

３．役 員 の 担 当 異 動 

新 担 当  当 

専 務 取 締 役 
横須賀店店長兼営業推進室 
担当兼不動産事業部長 

右 澤 信 一  
専務取締役営業推進室・ 
検査室・本社総務部・人事  
部担当兼不動産事業部長 

 
  

常 務 取 締 役 
本社経理部・検査室・ 
本社総務部・人事部担当 

三 宅 健 一  （常務取締役本社経理部長） 

 

以上 


